日弁連が申立人推薦の専門家から意見を聞く

成田・秋庭氏ともフッ素の有害性を主張
2007年10月、主婦連合会など８団体は、集団フッ素洗口の中止を政府と自治体に勧告するよう求めて、日本弁護士連合会人権擁護委員会に人権救済の申し立てをしました。
（申し立ての内容は、反フッ素LETTER　№69　2007.12に掲載。申し立てた８団体は、主婦連合会、フッ素を考える新潟連絡会、日本消費者連盟、食生活改善普及会、全国学校給食を考える会、大地を守る会、薬害オンブズパースン会議、日本教職員組合）
申し立ては受理され、人権擁護委員会は調査に入っています。
　昨年（2008年）12月18日、人権擁護委員会は、申立人側が推薦した専門家の話を聴取しました。
日本フッ素研究会会長の成田憲一歯科医師と同じく評議委員の秋庭賢司歯科医師が、人権擁護委員会の６人の弁護士からの質問に３時間にわたって答えました。
成田氏：神経毒性や中国の調査を説明
成田会長は、国際フッ素研究学会の学会誌「フロライド」（2008年、第41巻２号）に掲載されている「発育上のフッ素による神経毒性に関する中国の12研究論文」の翻訳をもとに説明しました。詳しい内容は、フッ素研究No.27「フッ素による脳ＩＱ低下の疫学的調査結果報告と解説」（成田訳）に要約が掲載されています。
また、中国の地方性フッ素中毒12地区100万人の悉皆疫学調査結果で明らかになった事実について述べました（８万人の骨フッ素症の分析調査結果）。国家的規模で実施された疫学調査結果は、フッ素の有害性を論より証拠として示しています。しかし、中国語出版のために、世界に広く共有されていません。
秋庭氏：害作用が無視されていることなど指摘

秋庭歯科医師は、日弁連からの広範囲・多肢にわたる質問項目が医歯学会で十分に論議されていないこと、フッ素の有害性を示す医学上の事実（論文や情報）が隠されたり、つぶされていることを指摘しました。そして、文献論争を超えた予防原則（予防的措置原理）に基づく判断を日弁連に求めました。
その上で、900ppmフッ素洗口液が決して低濃度なのではなく、高濃度で禁忌（絶対処方してはいけない）とされる医学的理由を示しました。洗口、塗布、歯磨き剤等の局所応用は、飲み込み量の危険性からしても全身への有害作用なのです。これらの多重曝露は、水道水フッ素化以上のフッ素を体内に摂取する危険性があるのです。
推進派との論争点や、彼らが無視しているフッ素の有害な事実（例：染色体異常・発がん性等）や環境ホルモンとしてのフッ素など33項目にわたって指摘しました。両専門家の指摘は、時間不足のため後日文書で改めて提出することとなりました。
一方、人権擁護委員会は、高江洲義矩東京歯科大名誉教授らフッ化物応用推進側からの事情聴取を進めてきました。高江洲氏は、厚生労働科学研究「フッ化物応用に関する総合的研究」と同班作成「う蝕予防のためのフッ化物洗口実施マニュアル」の責任者です。
　今年２月24日、申立人推薦の専門家からの事情聴取が再度行われます。その後、教員・保護者・市民からの意見陳述が行われる予定になっています。　
